
１．研究の背景・目的 
1980 年代後半、日本ではバブル経済が始まり、これに

伴い多くの住宅が建設された。そして、このバブル経済

が崩壊した後も住宅の増加は続き、また人口動態との関

連の中で国内における空き家の割合が多くなってきた。

この現象は都市部においても見られ、例えば関東大都市

圏における賃貸の非木造集合住宅の空き家率は 2008 年

が 17.3％に対し、2013 年は 19.0％に増加している。注１

今やこの空き家は全国レベルの社会問題の一つである。 
また、日本の住宅はその有効とされる期間が約 30 年

程度とされており、海外と比較しても短命である。注２な

お、これに関連する年数としては、実際に除去された住

宅の平均年数の約 26 年文４、RC 造の集合住宅の法定耐用

年数の 47 年、RC 造の共同住宅の建物平均寿命（固定資

産台帳調査 2005 年）の約 45 年文５などがある。これは、

建築の耐久性の違いもあるが、新築志向の強い日本の需

要者ニーズとの関係も大きく、空き家問題の要因の一つ 

 

と考えられる。 
空き家問題の対策自体も、様々な取り組みが行われて 

いるが、その中で中古住宅を新築時の目論見とは違う次

元に改修する「リノベーション」が注目されている。ま

た、中古住宅をデベロッパーが一度購入し、改修した上

で再販する形態も多く見られるようになった。本研究で

は、この再販型リノベーションの中でも住棟全体をデベ

ロッパーが購入・改修・再販する「一棟リノベーション」

について焦点を当てる。一棟リノベーションは通常の住

戸単位のリノベーションとは異なり、共用部の改修が可

能であるため、集合住宅全体の居住環境も向上させるこ

とができ、空き家を減少させる効果が期待できる。本研

究はこの事業手法促進を念頭に、この計画特性と事業主

の取り組みを明らかにすることを目的とする。 
なお、本稿に関連する既往研究を見ると、集合住宅の

共用空間のリノベーションについて、平井・山本文６が一

棟リノベーションを共用空間の改修の手法の一つとして 
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している。また、一棟リノベーションを集合住宅の

再生建築としてとらえるならば、建築家の 木 が定

するリ ニン 建築もこの実 の一つに位 け

ることができる。 木 はその実 を特に 的な

から多くの を通 しており、その一例として

考文 7 が られる。本研究は一棟リノベーションの

事業全体に焦点を当て、またリ ニン 建築とは異

なる、 業が する事業としての を明らかとする

ものである。 
なお、本研究は 考文 8、9 をとりまとめ加 した

ものである。 
 
．一棟リノベーションの  
一棟リノベーションとは、社宅や賃貸 ンションなど

に 用されていた建物全体を 業（デベロッパー）が

い取り、住戸と共に内 、共用部、外 など一棟全体に

大 な改修を すものである。住戸は当 い取られた

ものはす にリノベーション・販 される。また、賃貸

住戸は当 はデベロッパーとの間で賃貸 約が 続さ

れるが、入居者が 去すると にリノベーション・販

され、 的には全体が 有建物になる。リノベ

ーション住宅 会はこの形態を R3 住宅（ 有

ンションの専有部+共用部を 一棟全体）と位 け

ている。注  
一棟リノベーションの大きな リッ としては、共用

空間・ 設の改修が られる。一 的なリノベーショ

ンでは 々の住戸の でしか を高めることができ

ない。その点、一棟リノベーションでは や レベー

、 ン ン など共用部 を めて、生 環境全体

の改 を ることができる。また、 年の社宅の需要の

や 人経 されている賃貸 ンションの ン ン

の さは、空き家の増加を加 していると考えら

れる。このような集合住宅を一棟リノベーションするこ

とは、住宅の を向上させ、 果として空き家を減少さ

せる効果が期待できる。 
 
．研究の と  
動産経済研究 は 2005 2016 年 7 の期間内にお

いて行われた一棟リノベーションの調査の 資 を

している。文１１この資 に された一棟リノベーシ

ョンを手がける 業を中 に、計 13 社の 15 のブ ン

ドの事例を調査対象とする。 
調査 法 は 1 に した。これらの事例について

ー ー などに された をもとに現 の一

棟リノベーションの実態を する。その後、調査対象

の 13 社の 業に による ン ー 調査を実 し、

事業主として を入れている取り組みなどを調査する。

また、15 のブ ンドの中から に事例を つ 業

に リン 調査を行い、当 事例に関するより な

を する。 
 
．一棟リノベーションの計画特性 

2017年7 の時点での調査対象全体の事例数は92（
2） でき、これらの事例を対象に実態 を行った。

これにより、 本特性として の 1 7が られた。 
（ 1）は 都圏に多い。 都圏は高 であ

るため、一棟リノベーションが割 な住宅を実現する手

・手法として されていると考えられる。改修前の

用 （ 2）は、社宅が も多い。 
既 建物 工年（ 3）は、既 建築物がバブル経済

後の 1990 年代前半に 工したものが多い。リノベー

ション 工年（ 4）から一棟リノベーション事例が

2010 年 、 定し されていることが できる。 

A 計画特性  
・ 次の手 で 集・ を行った。 

1） 考文 11を 考に、一棟リノベーションを手がける主
な 業（13社）の ンションブ ンド（15 ）を、
ー ー などから 本的な建築 要 の を行う。

（本稿 4 ） 
2）上 の事例について 1）で られた から建築 要
の 目について を し、実態 を行う。（本
稿 4 ） 

3）上 の事例について改修前の用 に 2）と同様に
を し、事態 を行う。（本稿 4 ） 

2017 年 4 9  
B 業 の ン ー  

調査 Aと同様の 業（13社） 
による ン ー 調査 

2017 年 12 2018 年 1  
C 業 の リン  

調査 A の調査対象の ンションブ ンドの中から、
に事例を つ 業 
現 を ての リン 調査 
2016 年 12 、2017 年 11  

一棟リノベーション る主 業と ン 文６ 

業  ン  事例  
産 ル ー  3 

ル ・ ンベ ン  リドレ  3 
ニシ  リノ ー  3 

ン ー ー ズ ンリーノ 5 
大 動産 ンデ ーノ 3 
東 行   3 
東新住販 ベル ンデ 6 

工リ ル ー  リ  3 
ー ー ー レーション デ リ  2 
ニ ー リ・ノ  7 

 
リ  

リノ  19 
ル  6 
リ  6 

リ ン  リリ  15 
住 業 レ  8 

計 92 
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の

 
年

 
リノベーション 年

これに加え、既 建物が 工してから改修されるまで

の期間である改修 パン（ 5）を見ると、築 20 年前後

のものが多くなっている。これは大 修 の時期にあ

たることから、 建物の 有者が 加 資を められる

時期に、デベロッパー の の 定を行っている

と考えられる。なお、 人経 の賃貸住宅の 合は、こ

れに加え 続の問題も少なから 関係しているものと

される。 
り からの 要時間（ 6）は 10 前後の事

例が多い。また、 2 内の事例も改修されている。

これは、 から 圏の事例を中 に改修していると考

えられる。注４販 と住戸 （ 7）の関係性は、

住戸 約 80 、販 約 3500 の に集中し

ている。これらのことから、一棟リノベーションは比較

的 性の高い、割 のある住宅を める需要者のニ

ーズに える住宅であると考えられる。 
特性

改修前用 に ルー け（社宅、賃貸 ンション、

明）したものを 8 11 に す。 

 
ン

 
り の

 
と住

改修前用 の既 建物 工年（ 8）から、既 物

が多く建てられている 1990 年代前半には社宅の割合

が多いことがわかる。これは、バブル経済の時期に社宅

が多く建てられ、これが一棟リノベーションの形で現れ

ていると考えられる。改修前用 のリノベーション

工年（ 9）では、この社宅が い から一棟リノベ

ーションの対象となっていることが できる。これは

リー ンショッ などにより 業の業 が した時期

と 合する。 
改修前用 の ・ り からの 要時間（

10・11）では、社宅より賃貸 ンションであった事例の

が東 都に集中しており、 り からの 要時間も

くなっていることがわかる。これは社宅の 特性の

現われであり、 果として における事例の 性は

賃貸 ンションの が れていることがわかる。 
 
．事業主の取り組み ン ー  
ン ー 調査は の 13 社に し、10 社から

を た。（ 率 76.9％） 
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年

 
リノベーション 年

 

 
り の

この調査 果から一棟リノベーションは主に 都圏を

中 （ 12）に中 事例（ 13）において され

ており、その主要な ー ッ は 30 代（ 14）の

さな を つ家 など（ 15）に向けて されてい

ることがわかった。これは既 建築物の との関連が

大きいと考えられる。 
画の 点（ 16）においては、主に 15、16

などの に関わる 目が されていることがわか

った。これは、中古住宅としての を つ一棟リノベ

ーションに対する需要者の を少しでも取り除こう

と していると考えられる。また、既 建物の 定時 

 

 
ー 年

ー

 
画の

の 点（ 17）においては、4 が 目され、中古住宅

が 通している が、一棟リノベーションが する

要 との が見られた。また、11、13 などの な

理がされていることが として られた。 
既 建築物の の調査・ 査（ 18）は 体関

係の部位で多く実 されており、 画と同様に

に していることがわかる。また、 や外 など

は 工 20 年 に の しがあり、多くの調査・ 査

が行われている。設 シ の も多く見られ、共

用部の修 にもあまり手が っていないためと考えられ

る。 
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の

 
る の ・

 
の の

共用部の改修内 の 点（ 19）は、 ン ン  
りのデ ンや キ リ シ の強 に 点を

かれている。既 建築物が多く 工している 1990 年

代前半 は ー ロッ の 率が く、現 のニーズ

に合わせるために増設されたと考えられる。文２また、社

宅や賃貸 ンションを ンションに する際に、

設 の 異を することも要因として考えられる。 
リッ （ 20）は賃貸 ンションの 合、既 建築

物を い取った時点で既 居住者から賃 が られるこ

と、 が な物 を入手可能なことが られ

た。デ リッ （ 21）は 前居住者が 去するまで改

修ができないこと、 な物 の の入手が なこ

と、既 の建築物や 前居住者の の が しいこ

とが られた。 

 
リ ・

 
リ ・

．事業主の取り組み リン

2 つの事例 A・B に関する リン 調査を現

と共に実 した。この 2 事例の 目に対する比較を行

った。（ 3） 
事例 A は り より少し のある、 さな を

つ な家 が ー ッ となっている。それ え

ンションの居住者同士や 住 との ニ の

形 に を入れ計画されている。その 体策として、

や住戸を ニ ー と改修し、 ベン

を することで人々の れ合いの 会を生み して

いる。さらに、外部空間を の を促すことを考

した と改修した。また、販 では、住戸の

ル ンの 態を しており、実物を見ながら建物の

態を することができる形とした。 
これに対し、事例 B は り に めて い、1 3

人の が ー ッ となっている。そのため 性を

した設計となっており、 キ リ の 実などに

を入れている。 ニ ー は ー ー

とパ の 2 か のみとし、 にはシ ッ ー

ー を増設するなど キ リ の強 を っている。 
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この 2 事例の共通点の 一は物 の である。新築

で同 のものを購入する 合に比 て で購入で

きる（ リン 対象者 ）。 は ン ン りの

改修である。 ー ロッ の強 や宅 ッ の設

など、 性向上が されている。また、改修するにあ

たって、 者調査 関による建物の の調査

が行われており、その 果を まえた耐久・ 全性が

されている。 
上のことから、一棟リノベーションは約 20 年前の

中古集合住宅を、現 の新築に い まで上 させる

ものであるといえる。また、賃貸から と 有形態

が 行するにあたって する 的 異を めることも

可能であり、実際の 用 を見ながら専有部・共用部

の改修を行える点が新築と比較して 点である。 
 
． と と

と

本稿では一棟リノベーションについて主に のよう

な特 を明らかにすることができた。 
計画特性としては、既 建築物はバブル経済期に建て

られたものが多く、約 20 年の パンで改修がされてい

る。その中でも社宅の割合が多いが、 は賃貸

ンションの が れている。また、主要な ー ッ

は 30 代の が中 となっている。その中でも

からの に て、改修内 に 違点が見られた。 
 

事例 ・ 目

 事例 A 事例 B 
久手市 名古 市 
一 住居  業  

賃貸 ンション 賃貸 ンション 
年 1996 年 1994 年 

リノベーション

年

2015 年 2015 年 

2050 2590  3390 3998  
RC7 建て RC14 建て 
45 戸 39 戸 
64.11 65.73  70.04 85.17  

り の 14  2  

ー 家 （ ） DINKS （1 3 人） 
ン シン ルで かな らし 性という  

ニ  キ リ  
主 の

リノベーション

・ ズ  
・住戸 ノ ン

 
・外部空間  
・ ー ロッ の新設 

・外部空間 パ  
・共用 関に ー

ーの増設 
・ にシ ッ ー

ー の増設 
・ ー ロッ の

大 
ン住 有  

ベン の 有  

取り組みとしては、中古住宅の を つため、

を した取り組みが多くされている。また、既 建

築物の や 前居住者の を行っている。しか

し、後者は ではないとの もあった。 
の

今後、本研究では の異なる事例の リン 調査

を行い、より多 的かつ な実態 を行う。また、

一棟リノベーションの事例の居住者を対象に ン ー

調査を行い居住者・需要者 から見た一棟リノベーショ

ンの を する。 
 
注  
1） 考文 1、2 における資 空き家の 5 ， ・

の有 2 ，建て 4 ， 造 5 空き家数 大都

市圏 の中の、「関東大都市圏」、「賃貸用の住宅」、「共同住宅」、

「 ・ ン リー 造」およ 「 造」にあたる数 を関

東大都市圏における賃貸の非木造集合住宅の 空き家戸数 とし、

住宅の 2 ，住宅の 有の関係 5 ，建て 4 ，

造 2 ， 6 住宅数 大都市圏 の中の、「関

東大都市圏」、「 家」、「共同住宅」、「非木造」の「 数」にあたる

数 を関東大都市圏における賃貸の非木造集合住宅の 戸数 と

して したものである。

2） 考文 3 によれば、 住宅の平均築後年数は、日本 32.1 年、

リ 66.6 年、 リ 80.6 年となっている。 
3）本研究では 考文 10 の「 合リノベーション住宅」のR3 住宅を

一棟リノベーションと定 した。 
4） 考文 12 によれば、「 から 圏」とは 10 内と考える

が も多く、平均は 12.6 であった。 
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